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調査概要 

 

１ 調査目的 

 策定から７年が経過した茨木市地域コミュニティ基本指針に掲げる地域コミュニティの活

性化に向けた方策の現状を把握するとともに、社会経済情勢の変化等を踏まえた地域コミュ

ニティのあり方などに関して、地域自治組織、地区連合自治会、コミュニティセンターの各

代表者から率直な意見等をお聞きし、今後の地域コミュニティに対する取組の重要な基礎資

料とすることを目的とする。 

 

 

２ 調査方法 

(1)  調査対象 

茨木市内の地域協議会、地区連合自治会、コミュニティセンター各代表者 

63人のうち重複者（11人）を除く、52人  

 

(2)  配布・回収方法 

郵送による配布・回収 

 

(3)  調査期間 

令和元年（2019年）8月７日（水）〜9月６日（金） 

＊期間終了後、一定期間（約２週間程度）回収し、報告書に反映 

 

 

３ 回収結果 

回答者数：39人 

回 収 率：75.0% 

 

 

４ 集計方法について 

・ 「不明」とは無回答または回答が読み取れないものを示す。 

・ 単一回答の設問について複数の回答があったものは、無効回答とせず、回答した選択肢

番号の最も若い番号の選択肢を回答したものと見直して集計している。 

・ 「その他」については自由記述記載内容を取りまとめ、整理し、一部抜粋するなどして

記載している。 
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１～３つ
7.7%

４～６つ
61.6%

７～９つ
25.6%

10以上
5.1%

n=39

40～49歳
2.6%

50～59歳
7.7%

60～69歳
23.1%

70～79歳
51.2%

80歳以上
15.4%

n=39

調査結果 

１．ご自身のことについて 

問１ 回答者の属性 

【性別】（単一回答） 

 

回答者の性別については、「男性」（94.9%）、

「女性」（5.1%）となっている。 

 

 

 

 

【年齢】（単一回答） 

 

回答者の年齢については、「70〜79歳」

（51.2%）が最も多く、次いで、「60〜69歳」

（23.1%）、「80歳以上」（15.4%）となってい

る。 

 

 

 

問２【所属する地域組織での活動経験年数を記入してください】 

（複数の地域組織に所属している場合は、３つまで） 

 

 記載された活動経験年数の平均は 9.4年であった。回答が多くあった組織は、地区連合自

治会、地域自治組織、コミュニティセンター、自主防災会、単位自治会、公民館である。 

 

 

問３【いくつの地域組織の役員などを担っていますか】 

（単一回答） 

 

地域組織の役員の兼務状況については、「４〜６つ」

（61.6%）が最も多く、次いで、「７〜９つ」

（25.6%）となっている。 

 

 

 

 

男性
94.9%

女性
5.1%

n=39
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とてもそう思う
17.9%

ややそう思う
59.0%

あまりそう思わない
23.1%

n=39

とてもそう思う
12.8%

ややそう思う
56.4%

あまりそう思わない
30.8%

n=39

とてもそう思う
2.6%

ややそう
思う

46.1%

あまりそう
思わない

46.1%

全くそう思
わない

2.6%

分からない
2.6%

n=39

問４【地域住民の交流・連携が進んでいると思いますか】

（単一回答） 

 

地域住民の交流・連携の進展については、「ややそう

思う」（59.0%）、「とてもそう思う」（17.9%）を

合わせると、回答者の 76.9%が地域住民との交流・連

携が進んでいると思っている。 

 

 

 

問５【各地域組織の連携が進み、地域コミュニティが活

性化していると思いますか】（単一回答） 

 

各地域組織の連携・地域コミュニティの活性化につい

ては、「ややそう思う」（56.4%）、「とてもそう思

う」（12.8%）を合わせると、回答者の 69.2%の方が

地域コミュニティが活性化していると思っている。 

 

 

 

 

問６【地域住民が自ら地域づくりを進めようとする意識

が高まっていると思いますか】（単一回答） 

 

地域住民の地域づくりの意識の高まりについては、

「ややそう思う」、「あまりそう思わない」が、ともに

46.1%となっている。 
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77.1

17.1

85.7

28.6

17.1

20.0

17.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

総会

理事会

役員会

専門部会

企画会議

円卓会議

その他

［%］

n=35

有
89.7%

無
10.3%

n=39

１～２回
5.7%

３～４回
22.9%

５～６回
31.4%

７回以上
37.1%

不 明
2.9%

n=35

２．地域が行っている取組について 

  

問７【地域住民や地域組織が集まって情報交換をし、地

域における課題や諸問題について「話し合う場」があり

ますか】（単一回答） 

 

話し合う場については、「有」（89.7%）となって

いる。 

 

 

 

問８－１【それは、どんな「場」ですか】（複数回答） 

（前問で「有」と回答した方のみが回答） 

 

話し合う場については、「役員会」（85.7%）が最も多く、次いで、「総会」

（77.1%）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他回答内容（一部抜粋） 

各種団体連絡会議／関係団体合同会議／月例会議 等 

 

問８－２【「話し合う場」は、年間、どの程度、開催し

ていますか】（単一回答） 

（前問で「有」と回答した方のみが回答） 

 

話し合う場の開催の頻度については、「7回以上」

（37.1%）が最も多く、次いで、「5〜６回」

（31.4%）となっている。 
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とてもそう思う
75.0%

あまりそう思わない
25.0%

n=4

１団体のみ
5.7%

２～４団体
17.1%

５～７団体
22.9%

８団体以上
45.7%

不 明
8.6%

n=35

はい
46.2%

いいえ
30.8%

分からない
7.7%

不 明
15.4%

n=39

問８－３【「話し合う場」には、どの程度の主体が参加

していますか】（単一回答） 

（前問で「有」と回答した方のみが回答） 

 

話し合う場の主体の数については、「８団体以上」

（45.7%）が最も多く、次いで、「5〜7団体」

（22.9%）となっている。 

 

問９【地域住民や地域組織が集まって情報交換し、地域

における課題や諸問題について「話し合う場」は重要だ

と思いますか】（単一回答） 

（問７で「無」「わからない」と回答した方のみ回答） 

 

話し合う場が重要かどうかについては、「とてもそう

思う」（75.0%）が最も多く、次いで、「あまりそう

思わない」（25.0%）となっており、「ややそう思

う」、「全くそう思わない」の回答はない。 

 

 

問１０【所属している地域組織の活動において、様々な

年代の地域住民の方々が参加していただけるような工夫

をされていますか】（単一回答） 

 

 様々な年代の地域住民が参加する工夫については、

「はい」（46.2%）が最も多く、次いで、「いいえ」

（30.8%）となっている。 

 

 

「はい」と回答した方の具体的な工夫内容（自由記述・一部抜粋） 

働きかけ •各事業の案内を回覧、配布 

•PTA役員経験者への呼びかけ 

•校区夏祭り、文化祭、地区体育祭の案内を全戸配布 

・公民館広報（月刊）に掲載を依頼し、地域全戸（自治会員）配布 

•地区体育祭や校区夏祭では全住民の自由参加を呼びかけ 

活動内容 •若い世代対象の親子料理教室 

•文化展、運動場（グランドゴルフ、他）で多世代が参加 

•コミセンフェスタでの、もちつき大会、物産販売、公民館講座の発表会

等、七夕映画会、焼きそば、焼き芋の夜店を実施 

•地域協議会主催の「ふるさと祭り」において、地域の幼稚園や放課後子

ども教室の児童による催しや、やぐらを中心とした踊り、模擬店の設置

など老若男女が参加しやすい内容となるよう工夫 
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既に設立
している

53.9%

検討中（準備中）
17.9%

設立す
る予定

はない

15.4%

分からない
7.7%

不 明
5.1%

n=39

６～10団体
7.1%

11～15
団体

42.9%

16～20団体
17.9%

21～30
団体

10.7%

31団体
以上

3.6%

不 明
17.9%

n=28

連携 •地域内の関係する団体の事業を有機的に連携できるよう企画 

•地区防犯訓練への、地区内所在大学生サークルの参加 

•放課後子ども教室（小学生）と老人クラブとの共催事業（ニュースポー

ツ等） 

•単独で開催していた行事を合同で開催することにより多世代が参加でき

ている。例えば地区敬老会 

•こども会と連携した防災訓練に向けた「的づくり」を開催。防災委員と

小学生の防災意識の向上とスキルアップのため「防災教室」を開催 

 

 

問１１【地域組織間の連携・協働を促す総括的な組織と

して、地域自治組織（地域協議会）づくりを進めていま

すか】（単一回答） 

  

地域自治組織（地域協議会）づくりについては、「既

に設立している」（53.9％）、「検討中（準備中）」

（17.9%）、「設立する予定はない」（15.4%）とな

っている。 

 

 

 

問１２－１【あなたがお住まいの地域における地域組織

の数と地域自治組織（地域協議会）を構成する団体数を

記入してください】（単一回答） 

（問１１で「既に設立している」「検討中（準備中）」

と回答した方のみ回答） 

 

【地域組織の数】 

 地域にある組織の数については、任意で５団体ずつ枠

を設けて集計したところ、「11～15団体」（42.9％）

が最も多く、11団体以上を合計すると、75.1％となっ

ている。 
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【地域自治組織の構成団体数】 

地域自治組織の構成団体数については、任意で５団体ず

つ枠を設けて集計したところ、「6～10 団体」

（28.6％）が最も多く、11 団体以上を合計すると、

39.3%となっている。 

 

 

 

問１２－２【地域自治組織（地域協議会）を構成する具体的な団体について】（複数回答） 

（問１１で「既に設立している」「検討中（準備中）」と回答した方のみ回答） 

 

 地域自治組織（地域協議会）を構成する具体的な団体については、「自治会」

（96.4%）が最も多く、次いで、「公民館区事業実施委員会」（92.9%）、「青少年健全

育成運動協議会」（92.9%）、「地区福祉委員会」（92.9%）、「自主防災会」

（89.3%）、「防犯協会支部」（85.7%）となっている。 

 

その他回答内容（一部抜粋） 

 

 

 

保護司／茨木市スポーツ推進委員／日本赤十字奉仕団／青少年指導員会／子ども安全見

守り隊／放課後子ども教室実行委員会／人権地域協議会／神社／コミセン運営委員会／

少年院／入管センター 等 

 

96.4
92.9

71.4
92.9
92.9

78.6
67.9

82.1
89.3
85.7

64.3
64.3

32.1
17.9

3.6
7.1
10.7
10.7

25.0
3.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

自治会
公民館区事業実施委員会
こども会育成連絡協議会

青少年健全育成運動協議会
地区福祉委員会

民生委員・児童委員
地区老人クラブ連合会

小学校ＰＴＡ
自主防災会

防犯協会支部
人権啓発推進委員会

市立小学校
私立幼稚園・保育所

地域活動団体
ＮＰＯ法人

企業・事業所
社会福祉法人

病院
その他
不 明

［%］

n=28

１～５団体
3.6%

６～10団体
28.6%

11～15団体
17.9%16～20団体

14.3%

21～30
団体

0.0%

31団体
以上

7.1%

不 明
28.6%

n=28
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問１２－３ 【地域自治組織（地域協議会）において、地域の特性を踏まえ、これまでに実

施したあるいはこれから実施しようとしている取組】（自由記述） 

（問１１で「既に設立している」「検討中（準備中）」と回答した方のみ回答） 

 

【これまでに実施した特色ある取組】（自由記述・一部抜粋） 

広報の工夫 •HPの作成 

•地域情報誌を年２回発行（全戸配布） 

・地域情報誌を年４回発行（内１回は地域内全戸に配布） 

•地域情報誌を年２回発行（各自治会と小学校全校生徒に配布） 

編集委員会を年６回開催 

•毎年、年度初めに「小学校区主要行事予定」を発行し、「協力体系づく

り」を働きかけ、年度終りには「主要活動実績報告」を発行し、「協働

の重要性」を訴求 

備品・設備 •地域協議会で地域行事に必要な備品の購入、作成（テント、冷水器等の

購入・案内幕の作成） 

•老朽化した盆踊り大会の電線新調、太鼓修理をし、住民の安全とコミュ

ニティの場に貢献している。 

•ふるさと祭盆踊大会での電気配線の更新費用を負担 

連携の工夫 •各種団体懇親会の開催（年１回） 

•民間事業者が地域行事のスタッフとして協力 

•防災会、公民館行事を地域協議会との共催で開催し、担い手の確保や、

行事資材の購入を支援 

•小学校、自治会、コミセン、公民館等の周年事業を連携して実施し、広

く住民が参加 

イベント ・講演会の開催 

•こども会ドッジボール大会を共催し、活動支援 

•夏まつり、文化祭、スポーツレクレーション大会等、合同で開催 

•夏祭り、地区体育祭、青色パトロール、防災訓練等、担い手の確保、参

加者の増加に取り組んでいる。 

•地域行事において、各組織に協力をいただいている他、参加者の増加に

取り組んでいる。 

その他 •地震後に買物支援を実施（週２回） 

•まちづくり協議会HPを作成、2018年度グッドデザイン賞受賞（地

域コミュニティ部門） 

 

 

【これから実施しようとしている特色ある取組】（自由記述・一部抜粋） 

広報の工夫 •地域自治組織の目的ＰＲ（各組織からの委員への啓発） 

•地域情報誌の今後の検討課題として、もっと身近なタイムリーなものに

したい。 

•地域活動の進捗状況に関して、活動結果をお知らせも大事にしたいが、

常時共有できるよう創意工夫することが重要。「ホームページ」の創設

と活用 

運営の工夫 •公民館講座の輪を広める。 

•地域課題への取り組み、研修会 

•担当課を交えての話し合いの場を設ける。 
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とてもそう思う
17.9%

ややそう思う
39.3%

あまりそう
思わない

21.4%

全くそう
思わない

0.0%

分からない
7.1%

不 明
14.3%

n=28

•子どもからシニアの年代の参加できるよう、行事計画を立てる。 

•地域自治組織の活動拠点のあり方に関して、研究、研修の場を設けた

い。 

•H30年に２回「地域の課題ワークショップ」を開催。意見交換ができ

た。しかし、具体的な取り組み内容までには至らなかった。できれば今

年もう一度、チャレンジし、マンパワーの確保ができればと思ってい

る。 

連携 •地域団体との合同事業 

•こども会育成会への応援 

•地域が主体となり各団体とも協議（できるだけ数回） 

•地区敬老会と地区文化展をジョイントさせ、「総合地区文化交流会」の

場として拡充する。 

イベント •青少年健全育成の場として、青少年主体の活動の場を創出する。 

 

 

問１２－４【地域自治組織（地域協議会）は、地域課題

の解決に向けた企画・立案、実践の中心的役割を担って

いますか】（単一回答） 

（問１１で「既に設立している」「検討中（準備中）」

と回答した方のみ回答） 

 

 中心的役割を担っているかについては、「とてもそう

思う」（17.9％）、「ややそう思う」（39.3％）を合

わせると、回答者の 57.２％が中心的役割を担っている

と思っている。「全くそう思わない」と回答した人はい

ない。 
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44.4

44.4

22.2

33.3

33.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

既存の各地域組織と合同で総会等を開催しており、地域

組織間の連携・協力ができているから。

既存の各地域組織と連携・協力し、地域課題を共有しな

がら、すでに具体的にその解決に取り組んでいるから。

地域自治組織（地域協議会）の機能や役割が分からな

いから。

地域自治組織（地域協議会）の設立によって、地域の負

担が増加するから。

その他

［%］

n=9

希望する
50.0%

希望しない
50.0%

n=6

問１３【地域自治組織（地域協議会）づくりを進めていない理由について】（複数回答） 

（問１１で「設立する予定はない」「分からない」と回答した方のみ回答） 

 

地域自治組織づくりを進めていない理由については、「連携・協力ができている」、「具

体的にその解決に取り組んでいる」が、ともに 44.4%となっており、次いで、「地域の負

担が増加する」（33.3%）となっている。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

その他回答内容（一部抜粋） 

団体間の合意形成に至っていないため 

行政からの助成金を目的とした組織づくりが必須と思えないため 

各地域組織と自治会の協議ができないため 

公民館のコミセン化、地域協議会を受け皿とした指定管理者としての継続的な組織づくり

の具体策がまとまっていないため、設立準備委員会は設置、休眠中 

 

 

問１４【現在のところ、地域自治組織（地域協議会）の

設立予定がない場合でも、改めて、茨木市（市民協働推

進課）からの説明を希望しますか】（単一回答） 

（問１１で「設立する予定はない」「分からない」と回

答した方のみ回答） 

 

 市からの説明を希望するかについては「希望する」、

「希望しない」が、ともに 50.0%となっている。 
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有
46.2%

無
20.5%

分から
ない

10.3%

不 明
23.1%

n=39

問１５【地域組織の役員を複数人で担うなどによる負担

の軽減に向けて取り組んでいることはありますか】（単

一回答） 

 

 負担軽減に向けての取組については、「有」（46.2％） 

となっている。 

 

 

 

問１６【役員の負担軽減に向けた具体的な取組内容】（自由記述） 

（問１５で「有」と回答した方のみ回答） 

 

記述内容（一部抜粋） 

組織体制の

見直し・改

善 

•自治会内、自治連内でのワークシェアリング 

•自治会内での活動推進部隊（行事応援員）の体制づくり 

•各組織（団体）の特性を尊重し、それに対応した役割分担 

•各地域組織の役員の複数化（女性登用に力点を置く取組み考慮中） 

•公民館では館長、主事、運営委員長に加え、副運営委員長２名と書記２

名を役員に置き、役割の軽減､次代の育成に努めている。また、男性部会

を設け男性が参加しやすい企画を立案、実施。男性部会長を中心に行っ

ている。 

•協議会に顧問職（有識者）を置くことで、適切なアドバイス、諸行事へ

の役員にも参加など 

•当小学校区団体連絡協議会は 10の団体と組織から「代表者と事務局」

を選出して、事務局会議を開催し主要な取組みに関して企画・立案した

上で実施・実行を図っている。 

増員 •副会長をたくさん設けている。 

•できるだけ多くの人に参画を依頼している。 

•地域行事で知り合った PTAやこども会の役員と関係を築き、防災会やコ

ミセン、協議会の活動に継続して参加してもらえるようにしている。 

 

 

問１７【役員の負担軽減に向けて取り組んでいない理由】（自由記述） 

（問１５で「無」と回答した方のみ回答） 

 

記述内容（一部抜粋） 

取組方法が

分からな

い・発想が

ない 

•取組方がわからないため 

•何も分からない状態で役員になるため、そもそも負担を軽減しなければい

けないという発想自体がないため 
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有
43.6%

無
30.8%

分から
ない

10.3%

不 明
15.4%

n=39

担い手の問

題 

•成り手を探すのが大変なため 

・良き人材が見つからないため 

・役員の数を変更する必要がないため 

 

 

問１８【地域活動をけん引・先導する人材の発掘・育成

に向けた取組を行っていますか】（単一回答） 

 

 人材の発掘・育成に向けた取組については、「有」

（43.6％）となっている。 

 

 

 

 

問１９【人材の発掘・育成に向けた具体的な取組内容】（自由記述） 

（問１８で「有」と回答した方のみ回答） 

 

若い世代の参

加 

•構成団体の長（正）の若返りを実施 

•若い世代の役員登用を図っている。 

•青少年向けのイベントにおける PTA役員経験者の活用 

•PTA や放課後子ども教室から若い人材に対して地域活動への参加を促

している。 

•次世代のなかで中心的役割を担えそうで果せそうな２～３人の人物人材

に注目して働きかけを継続中 

OBへの声か

け 

・OBの活用 

・定年を迎えた方への協力要請 

ボランティア

の参加 

・ボランティアの募集 

•ボランティア経験のある方へのアプローチ 

•地域活動のみならず、ボランティア活動の情報収集に努めたい。家の中

から地域の活動団体への役職登用から進めている。 

運営の工夫 •防災会の方への防災士資格の推薦や、まちづくり協議会の編集委員、コ

ミセンの事務局への参加 

•公民館では館長、主事、運営委員長に加え、副運営委員長２名書記２名

を役員に置き、役割の軽減､次代の育成に努めている。また、男性部会

を設け男性が参加しやすい企画を立案、実施。男性部会長を中心に行っ

ている。 

•責任のある仕事を任せ、やりがい、達成感を感じてもらう。楽しく行う

事を第一とする。 

•若手の人材が会長職を引き受けられた場合は、地域行事へのかかわりを

通して積極的にコミュニケーションを取るよう心がけ、会長職が終った

後も引き続き地域協議会の「有識者」として登用・育成を図っている。 

イベントへの

参加 

•できるだけ役員になってもらい、中身（地域行事等）を知ってもらう。 

•公民館の講座、講習の受講生より発掘 
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81.5

37.0

18.5

22.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

地域情報誌

地域行事カレンダー

地域のホームページ

その他

［%］

n=27

実施している
69.2%

実施して
いない

15.4%

分からない
5.1%

不 明
10.3%

n=39

その他 •地域行事への参加を呼びかけている。 

•地域在住者の能力の再発掘とそれの有効活用 

•出会いを大切に声掛けをしている。 

 

 

問２０【人材の発掘・育成に向けて取り組んでいない理由】（自由記述） 

（問１８で「無」と回答した方のみ回答） 

 

方法が分から

ない 
•どうすればよいかわからない。 

忙しい・余裕

がない 

・現状では忙しくて、時間的に難しい。 

・活動の余裕がない。 

人材不足 ・人材がいない。 

•地域に先導する様な人がいるかどうか分からない。 

その他 ・各団体の連携が難しい。 

 

 

問２１【地域活動に関して、各地域組織が連携・協力し

た情報発信を実施していますか】（単一回答） 

 

連携・協力した情報発信については、「実施してい

る」（69.2％）となっている。 

 

 

問２２－１【情報発信の手段（媒体）】（複数回答） 

（問２１で「有」と回答した方のみ回答） 

 

 情報発信の手段（媒体）については、 

「地域情報誌」（81.5％）が最も多く、 

次いで、「地域行事カレンダー」 

（37.0％）となっている。 

 

 

その他回答内容（一部抜粋） 

団体からの情報回覧、掲示 

自治会の回覧を月２回程度出し、各組織の情報も掲載している。 
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１～２回
33.3%

３～４回
33.3%

５～６回
33.3%

n=3

実施している
16.7%

実施していない
66.6%

分からない
16.7%

n=6

５～６回
66.7%

不 明
33.3%

n=3

問２２－２【情報を伝える対象者と１年間の情報発信回数＜地域情報誌＞】 

（問２２－１で「地域情報誌」と回答した方のみ回答） 

 

【地域情報誌での情報を伝える対象者】 

地域の全住民／自治会員／地域団体／小学校児童 

 

【地域情報誌での 1年間の情報発信の回数】  

 1年間の地域情報誌での情報発信の回数については、

「１～2回」、「３～４回」、「５～６回」それぞれ１

回答ずつとなっている。 

 

 

問２２－３【情報を伝える対象者と１年間の情報発信回数 

を記入してください。＜その他＞】 

（問２２－１で「その他」と回答した方のみ回答） 

 

【その他の方法で情報を伝える手段（媒体）】 

 

 

【その他の方法で情報を伝える対象者】 

地域の全住民／自治会員／地域団体長／市役所／警察／ 

小学校 

 

【その他の方法での１年間の情報発信の回数】 

その他の方法での 1年間の情報発信回数については、

「５～６回」が最も多くなっている。 

 

 

問２３－１【各地域組織がそれぞれに情報発信をしてい

ますか】（単一回答） 

（問２１で「実施していない」と回答した方のみ回答） 

 

 各地域組織のそれぞれの情報発信については、「実施

していない」（66.6％）が最も多くなっている。 

 

 

 

 

メール／チラシ／公民館報 
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問２３－２【問２３－１で実施しているとした情報発信の具体的な手段ごとに伝える対象者

と 1年間の情報発信回数】（自由記述） 

（問２３－１で「実施している」と回答した方のみ回答） 

 

手段：コミセンだより ／対象者：地域住民 ／回数：無回答 

手段：公民館報    ／対象者：地域住民 ／回数：年４回 

※ 回答対象者外の回答は記載していない。 

 

 

問２４【地域の情報を伝えるため、地域において工夫されていること】（自由記述） 

 

発信方法 •メールでの情報交換 

•まちづくり協議会HPにて情報発信 

•各組織にて情報誌を全戸配布 

•地域行事は自治会、コミセン、小学校の掲示板に掲示 

•地域協議会だよりを年２回、地域の全戸に配布 

•地域情報紙を年２回発行し全戸配布（６月・12月） 

•コミセンニュース発行（毎月）し、自治会で回覧をしてもらっている。 

•自治会掲示板や郵便局、関西スーパーなどにポスターを掲示 

・公民館行事（体育祭、文化展）、ふるさと祭り、防災訓練、敬老会等、

案内を全戸配布 

•広報誌の発行（年１回）。また、コミュニティセンターに配布 

•緊急性が高く速やかに地域住民に周知する案件がある場合は、連合自治

会より単一自治会に情報発信を行うとともに、必要に応じてその内容を

コミュニティセンター内に掲示 

体制 •各自治会から公民館広報委員を選出。公民館広報作成時に各自治会情報

等を掲載 

内容・体裁 •地域カレンダーは、各家庭でピンでとめて見る事ができるよう工夫 

頻度 ・地域情報誌やチラシ等は、年 11回以上発行 

コミュニケー

ション 

•公民館・コミュニティセンター他、諸団体役員との随時コミュニケーシ

ョンをとり情報共有 

•毎月定例会を実施し、議事録をA４用紙１枚にまとめ全戸に配布（出席

者はその場で欠席者は責任者が届けている） 

 

 

問２５【地域の情報を発信する上での課題】（自由記述） 

 

受け取り手の

設定 
•自治会未加入者への配布 

反応 •資料提供の形で発信しても反応が少ない。 

•無関心、無視、反論が非常に多い。 

内容 •どのような視点でニュースをつくるか。 

•現状、発行内容に偏りがある。 
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運営方法・財

源 

•費用負担 

•個人情報への配慮 

•素地づくり、共通認識 

•諸団体の長、役員の積極的なエネルギーが必要。協調にも苦心 

•情報は鮮度が第一。毎月確実に地域に知らせる事が重要であり、課題で

ある。 

•各団体の長の熱意の度合 

•頁を８頁以上にすると配布者への負担増となり、回数を増やすと 12 団

体分の原稿、編集が負担になる。 

•自治会長をはじめ、各役員が配布をしているが、その方々も忙しく、他

の業務に差し支える。 

媒体 •情報発信のシステム化 

•速やかに情報提供するために SNS を使った情報発信が有効であるが、

地域組織の役職者は高齢者が多く、電話や FAX等に頼らざるを得ない。 

•情報発信媒体の標準化・共有化 

その他 •全戸配布をすることはよいが、自治会活動の土台が揺らぐことにならな

いか。地域活動の大地は自治会の存在が大きいが、これからどんな方法

があるのか。 
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84.6

38.5

66.7

17.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

補助金・交付金

指定管理料（コミュニティセンター

の管理・運営）

自治会からの会費

その他

［%］

n=39

実施している
17.9%

実施していない
64.1%

分からない
10.3%

不 明
7.7%

n=39

知っていて申請し
たことがある

23.1%

知って
いて検

討中で

ある
2.6%

知っていて申請中である
35.9%

知らない
25.6%

不 明
12.8%

n=39

３．地域・行政との協働での取組について 

 

問２６【地域活動を行うための資金（財源）】（複数回答） 

  

地域活動の資金（財源）については、「補助金・交付金」（84.6％）が最も多く、次い

で、「自治会からの会費」（66.7％）となっている。 

 

その他回答内容 

  

 

 

問２７【地域活動を行うための資金（財源）の一環とし

て、一般財団法人自治総合センターが実施しているコミュ

ニティ助成事業について、知っていますか】（単一回答） 

 

 コミュニティ助成事業については、「申請中である」

（35.9％）、「申請をしたことがある」（23.1%）、

「検討中である」（2.6%）を合わせると、回答者の

61.6%が知っている。 

 

 

 

問２８【地域課題の解決やその活動にあたり、ＮＰＯ、市

民活動団体、企業・事業者等と連携・協働した取組を実施

していますか】（単一回答） 

  

NPO、市民活動団体、企業・事業者等との連携・協働 

した取組については、「実施していない」（64.1％）が 

最も多く、次いで、「実施している」（17.9％）となっ 

ている。 

 

 

 

 

協賛金・寄付金 

ふるさと祭りの企業協賛金 

広告料、模擬店収益、参加費 

地域事業所の賛助金 

コミュニティ助成事業 
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有
69.2%

無
30.8%

n=13

【具体的な連携主体名】（上記で実施していると回答した方のみ回答） 

大京グループ（JR総持寺駅前開発、交通安全面で連携・協働、ライオンズマンションの

自治会設立や、マンション工事、情報交換） 

コミセン利用者（コンサートの開催、コミセン母国の料理教室とふる里紹介（異文化交流

会）） 

箕面市の国際交流会（ジャズコンサートの開催時、役員の協力で箕面市の国際交流会に団

体を紹介してもらう。） 

明治乳業、森永乳業、藍野病院、近畿財務局 

小学校区周辺のスーパーマーケット等事業者（買い物支援（大阪北部地震関連）） 

がんばろう！つばさネットワーク、東北の高校と大阪府立３校と私立１校（高校生交流親

善野球試合の開催） 

大岩太鼓保存会、大岩パトロール隊、大岩観光農業組合（いもほり園）、ＮＰＯ法人北摂や

ままち倶楽部 

イオン等の事業者（防災訓練の実施等） 

 

 

問２９【ＮＰＯ、市民活動団体、ボランティア団体

など、団体一覧が公開されていますが、情報を知っ

ていますか、又は活用していますか】（単一回答） 

 

 団体一覧の公開については、「知っている」

（33.3％）、「知っているが活用したことはない」

（30.8％）を合わせると、回答者の64.1%が知ってい

る。 

 

 

 

問３０【地域の課題解決や活動される中で、多様な組織

との連携・協働を実践されたことはありますか】（単一

回答） 

（問２９で「知っている」と回答した方のみ回答） 

 

多様な組織との連携・協働の実践ついては、「有」

（69.2％）となっている。 

 

 

 

知っている
33.3%

知っているが、活用
したことはない

30.8%

知らない
25.6%

知らないが、別
の方法で情報

収集している

2.6%

不 明
7.7%

n=39
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とてもそう思う
84.6%

ややそう思う
15.4%

n=39

とてもそう思う
71.8%

ややそう思う
25.6%

あまりそう思わない
2.6%

n=39

とてもそう
思う

35.9%

ややそう思う
41.0%

あまり
そう思

わない

5.1%

全くそう
思わない

2.6%

分からない
10.3%

不 明
5.1%

n=39

問３１【地域の課題解決や活動される中で、今後、多様

な組織と連携・協働できることがあれば、必要に応じ

て、多様な組織の情報を収集しますか】（単一回答） 

（問２９で「知らない」と回答した方のみ回答） 

 

 多様な組織と連携・協働できることがあれば、多様な 

組織の情報収集をしますかについては、「情報収集する」

（60.0%）となっている。 

 

 

問３２【地域組織と学校は、地域活動に関する相互理解

を深め、連携を図ることが重要であると思いますか】

（単一回答） 

 

 地域組織と学校との相互理解、連携を図ることが重要

であると思うかについては、「とてもそう思う」

（84.6％）、「ややそう思う」（15.4%）を合わせる

と、全ての回答者が重要であると思っている。 

 

 

問３３【地域行事の実施にあたり、学校との協力関係や

連携ができていますか】（単一回答） 

 

 地域行事の実施にあたり学校との協力関係や連携がで

きているかについては、「とてもそう思う」（71.8％）

が最も多くなっている。 

 

 

問３４【「地域のまちづくり計画」があれば、地域づ

くりに効果的であると思いますか】（単一回答） 

 

 「地域のまちづくり計画」が地域づくりに効果的で

あると思うかについては、「とてもそう思う」

（35.9％）、「ややそう思う」（41.0％）を合わせ

ると、回答者の 76.9%が効果的であると思ってい

る。 

 

 

情報収集する
60.0%

情報収集
しない

10.0%

分からない
30.0%

n=10
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とてもそ
う思う

43.3%
ややそう思う
43.3%

あまりそう
思わない

6.7%

全くそう思わない
3.3%

不 明
3.3%

n=30

とてもそう思う
10.3%

ややそう思う
51.2%

あまりそう
思わない

30.8%

不 明
7.7%

n=39

問３５－１【今後、あなたの地域において、「地域の 

まちづくり計画」の策定に向けた検討を進めたいと思 

いますか】（単一回答） 

（問３４で「とてもそう思う」「ややそう思う」と回 

答した方のみ回答） 

 

「地域のまちづくり計画」の策定に向けた検討を進 

めたいと思うかについては、「とてもそう思う」、 

「ややそう思う」が、ともに 43.3%となっており、 

合わせると、回答者の 86.6%が、検討を進めたいと 

思っている。 

 

 

問３５－２【「地域のまちづくり計画」の策定に向けた検討を進めようと思わない理由】 

（自由記述） 

（問３５－１で「あまりそう思わない」「全くそう思わない」と回答した方のみ回答） 

 

多忙 ・これ以上、仕事を多くしないでほしい。 

体制が整わな

い 

・まだそこまで地域自治組織がまとまっていない。 

・地域の高齢化はこの５年～10 年で大変なことになり、自治会の構成員

で会長のみならず、班・組長を担うことが困難になる地域が続出する。 

 

 

問３６【「地域のまちづくり計画」が効果的でないと思う理由】（自由記述） 

（問３４で「あまりそう思わない」「全くそう思わない」と回答した方のみ回答） 

 

負担 ・地域の負担が更に増えることを恐れている。 

手段がない ・地域の現状が分かりすぎて、解決すべき手段がない。 

 

 

問３７【地域では、住民の共助による支え合い、助け合

いのしくみづくりが進んでいると思いますか】（単一回

答） 

 

 住民の共助による支え合い、助け合いのしくみづくり

が進んでいると思うかについては、「とてもそう思う」

（10.3%）、「ややそう思う」（51.2％）を合わせる

と、回答者の 61.5%が進んでいると思っている一方で、

「あまりそう思わない」（30.8%）となっている。 
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努めている
82.0%

努めていない
10.3%

分からない
2.6%

不 明
5.1%

n=39

問３８【地域の防災訓練の実施にあたっては、多くの地

域住民や学校、事業所などの多様な関係者が参加できる

よう、周知に努めていますか】（単一回答） 

 

地域の防災訓練の実施にあたって、多様な関係者が参

加できるように周知に努めているかについては、「努め

ている」（82.0％）となっている。 

 

 

【具体的な周知方法とお声かけした関係者】（自由記述） 

（前問で「努めている」と回答した方のみ回答） 

 

具体的な周

知方法 

・チラシ、広報誌、回覧板、ポスター、HP 

•自治会を通して周知 

•各地域団体への声かけ 

・小学校全生徒に案内を配布 

•地震発生時に地域全域に情報ビラを配布 

•防災研修に参加し、防災訓練の参加を呼かけ 

•防災の役員会、委員会を定期的に開催し周知 

•毎月の定例会にて周知。急ぐ場合は連絡網を活用している。 

・年１回の防災誌の発行、防災訓練（地域の住民を含む）、防災会役員の

委員会、その他を実施時に周知 

•自主防災組織の総会時に、実施日等の周知連絡。ポスターの掲示 

•他の組織の行事とコラボして行っている。 

お声かけし

た関係者 

＜地域団体＞ 

地域団体の長、役員／自治会／公民館／福祉委員会／地域協議会／放課後 

子ども教室／民生委員／防犯委員／人権啓発委員／老人会／青少年健全育 

成運動協議会／こども会育成連絡協議会／PTA／消防団／防災士会 

＜公的機関＞ 

•小学校／中学校／高等学校／消防署／警察 

＜その他＞ 

•地域の全住民／イオン／企業等事業所 
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知っている
82.0%

知らない
15.4%

不 明
2.6%

n=39

既に実施
している

41.0%

検討している
23.1%

検討したが
実現せず

5.1%

検討して
いない

15.4%

分からない
10.3%

不 明
5.1%

n=39

４．茨木市の取組について 

 

問３９【公民館のコミュニティセンター化を進めている

ことを知っていますか】（単一回答） 

 

 公民館のコミュニティセンター化を進めていることに

ついては、「知っている」（82.0％）となっている。 

 

 

問４０【地域において、公民館のコミュニティセンター

化を検討されたことはありますか】（単一回答） 

 

 公民館のコミュニティセンター化の検討については、

「既に実施している」（41.0％）、「検討している」

（23.1％）を合わせると、回答者の 64.1%が実施また

は、検討しているとなっている一方で、「検討していな

い」（15.4％）、「分からない」（10.3％）を合わせ 

ると、回答者の 25.7%が検討していないとなっている。 

 

 

問４１【検討された結果、コミュニティセンターに移行しなかった・できなかった理由】 

（自由記述） 

（問４０で「検討したが、実現せず」と回答した方のみ回答） 

 

公民館と協議・連携が進んでいない。コミセン化に消極的、賛成はするが、その担い手と

なると消極的になる。 

 

 

問４２【コミュニティセンター化を検討されていない理由】（自由記述） 

（問４０で「検討していない」と回答した方のみ回答） 

 

行政の方針を理解していなかったため。 

地域外からの申し込みが増加し、地域から苦情が出てくるため。 

コミュニティセンター化しても、利用者が少なく運営がなり立たないため。 

小規模公民館のため、各地域に集会所（自治会館）があり、そこで活動しているため。 

市からの検討要請を受けていない、現在活動している内容とどのように違うのかわからな

いため。 
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知っている
66.7%

知らない
17.9%

分からない
10.3%

不 明
5.1%

n=39

問４３【公民館のコミュニティセンター化を検討するにあたり、地域として大きな課題は何

だとお考えですか。】（自由記述・一部抜粋） 

 

運営の担い

手・人材 

•運営の確立 

•人材確保、負担感の軽減 

•運営に係わる人員の確保 

•責任を持って計画を進める人材を確保すること 

・管理が市から外れ、地域で管理、事務者を常駐すること 

財源 ・利用料金収入が少ない。 

・必要経費の確保や捻出 

必要性や機能

の理解 

・コミセン化により、地域へどのようなメリットがあるか。 

•必要性を周知と衆知のうえ共通認識、メリットの明確化 

•コミュニティセンターになると何がよいのか、わからない。 

・それぞれ二つの団体がある。両者のミッションは住みわけされていると

思う。何故、統一せねばならないのか。 

利用者数 •人口減少、若い人がいない。センターを利用する人がいない。 

設備 •建物の安全性、駐車場の広さ等が課題 

立地 •コミュニティセンターは立地場所で運営状況が違い、また公民館との施

設の大きさが違い、地域運営の差が出ること 

役員・住民相

互理解・合意

形成 

•それぞれの団体の理解 

•地域内での情報交換、交流 

•連合自治会、福祉委員会、公民館の合意 

その他 •歴史のある公民館活動の見直し、行事等、検討課題が多くある。 

 

 

問４４【地域活動への財政的な支援の一つである「統合

補助金」として、「地域行事開催等事業補助金」がある

ことを知っていますか】（単一回答） 

 

 地域行事開催等事業補助金については、「知ってい

る」（66.7％）となっている。 
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とてもそう思う
36.0%

ややそう思う
20.0%

あまりそう
思わない
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全くそ
う思わ

ない

0.0%

分からない
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とてもそう思う
26.9%

ややそう思う
30.8%

あまりそう
思わない

23.1%

全くそう
思わない

3.8%

分からない
15.4%

n=26

知っている
64.1%

知らない
23.1%

分からない
5.1%

不 明
7.7%

n=39

とてもそう
思う

17.9%

ややそう思う
43.6%

あまりそう
思わない

23.1%

全くそう
思わない

7.7%

分からない
5.1%

不 明
2.6%

n=39

問４５【従来の補助金と比較し、「地域行事開催等事業

補助金」は、使い勝手が良くなったと思いますか】（単

一回答） 

（問４４で「知っている」と回答した方のみ回答） 

 

 「地域行事開催等事業補助金」の使い勝手が良くなっ

たと思うかについては、「とてもそう思う」

（26.9％）、「ややそう思う」（30.8％）を合わせる

と、回答者の 57.7%が良くなったと思っている。 

 

 

問４６【地域活動への財政的な支援の一つである「一括

交付金」として、「地域活動支援交付金」があることを

知っていますか】（単一回答） 

 

 「地域活動支援交付金」については、「知っている」

（64.1％）となっている。 

 

 

問４７【「地域活動支援交付金」は、地域課題や活動な

どへの取組・事業などに、有効に活用されていると思い

ますか】（単一回答） 

（問４６で「知っている」と回答した方のみ回答） 

 

 「地域活動支援交付金」が有効活用されていると思う

かについては、「とてもそう思う」（36.0％）、「やや

そう思う」（20.0％）を合わせると、回答者の 56.0%

が有効に活用されていると思っている。 

 

 

問４８【各地域の活動や地域コミュニティに関連する施

策などの情報が、市から積極的に発信されていると思い

ますか】（単一回答） 

 

 市による地域コミュニティに関連する施策等情報の発

信については、「とてもそう思う」（17.9％）、「やや

そう思う」（43.6％）を合わせると、回答者の 61.5%

が積極的に発信されていると思っている。 



 25 

とてもそう思う
5.1%

ややそう
思う

33.3%

あまりそう思わない
35.9%

全くそう思
わない

10.3%

分からない
12.8%

不 明
2.6%

n=39

問４９【様々な地域課題に対して、行政の横断的な体制

（庁内連携）が整ってきていると思いますか】（単一回

答） 

 

 地域活動に対する行政の横断的な体制が整ってきてい

ると思うかについては、「とてもそう思う」（5.1%）、

「ややそう思う」（33.3%）を合わせると、回答者の

38.4％が整ってきていると思っている一方で、「あまり

そう思わない」（35.9％）、「全くそう思わない」

（10.3％）を合わせると、46.2%が、整っていないと

思っている。 

 

 

 

以上 
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参考：調査アンケート票 
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